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論　　説

　抄　録　近年，世間一般のビジネス環境においては，コスト削減や省人化に対する取り組みについ
て活発に議論されており，コスト削減の為の方策の１つとしてクラウドを活用するITシステムを導入
し，各社のインフラ維持にかかるコストを低減する手法が急速に普及しつつある。また，知財の分野
でもクラウドを活用した知財管理システムとして，クラウド型知財管理システム１）が各社に導入され
つつある。
　本調査研究では，クラウド型知財管理システムの利活用について，情報システム委員会所属企業と
知財管理システムベンダとにアンケート及びヒアリングを実施し，その実態を把握したので結果を述
べる。また，結果をもとに考察した，会員企業への提言，知財管理システムベンダへの提言を紹介する。

情報システム委員会
第 ３ 小 委 員 会＊
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1 ．	はじめに

近年，知財部門も知財業務の省人化や，コス
ト削減，働き方改革に伴う工数削減等を求めら
れており，この「向かい風」に対応する為に業
務の仕組みを変える方策が必要となっている。
一方で，知財管理システムでは近年，様々な

製品が新たに登場しており，数年前に比べて選
択肢が多様化している。その為，より自社の知
財活動に合わせた知財管理システムの選択が可

能になっており，「向かい風」に対応する「追
い風」ともなりえる。その一方で，選択肢の多
様化により，適切な選択が困難な状況にも繋が
っている。
また，企業でのクラウドサービスの利用が急
速に普及しており，知財の分野でもクラウド型
知財管理システムの利用により，自社でのサー
バ保守に係る負担の軽減や，特許事務所やグル
ープ会社等，外部との連携が容易になることで，
知財業務の効率化に繋がる部分もある為，企業
の知財部門における関心が高いと思われる。
しかし，同時に企業のセキュリティポリシー
によりクラウド製品の使用を禁止されている場
合や，外部にデータを預けることによる情報漏
えい等のセキュリティリスクへの不安，クラウ
ド型知財管理システムと自社の知財業務がマッ
チするかの懸念により，導入に踏み切れない企
業もあると思われる。
＊  2018年度　The Third Subcommittee, Information 
System Committee

知財管理システムによる業務効率化に関する調査
──クラウド型知財管理システムは救世主となるか──
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そこで当小委員会は知財管理システムに関し
て，ユーザ側の利用実態やニーズ，ベンダ側の
考えや将来構想，実態を調査し，クラウド型知
財管理システムとオンプレミス型知財管理シス
テム２）それぞれのメリット，デメリットの比較
分析を行った。その分析を基に知財管理システ
ムの視点から企業が潜在的に抱える課題を抽出
し，知財業務の効率化を検討し「向かい風」の
かわし方と「追い風」の乗り方を提言する。

2 ．	ユーザ実態調査

2．1　知財管理システムユーザアンケート

◆アンケートの目的◆
知財管理システムの過去と現在のユーザの利
活用の実態を把握し，ユーザの潜在ニーズを抽
出することを目的としてアンケートを実施し
た。
◆アンケートの対象◆
当委員会の2018年度所属企業である計30社に
対して実施した。
◆アンケートの内容◆
表１に，アンケート調査内容の概要について
記す。なお，「クラウド」，「オンプレミス」，「カ
スタマイズ」について情報システム第３小委員
会メンバー内でも解釈が異なった為，「クラウ
ド」はSaaS（Software as a Service）型のシス
テム，「オンプレミス」は顧客が管理するサー
バまたはクラウド環境にパッケージソフトをイ
ンストールするシステム，「カスタマイズ」は
公開されていないソースコードの修正を伴うシ
ステム変更のうち，各ユーザのニーズに個別対
応したもの，と定義した。
◆アンケート回答結果◆
アンケートは2018年度の当委員会所属企業

（27社）から回答を得た。なお，アンケート結
果は全体の集計以外にも年間出願件数規模によ
って利活用の実態が異なると考え，年間出願件

数1,000件以上を「大規模企業」（14社），年間
出願件数999件以下を「小規模企業」（13社）と
定義し，それぞれを集計することにした。

（1）設問１について
「現在利用中の知財管理システム」について
得られた回答を以下に示す。
１）システム見直し検討歴
システム見直し検討歴を「あり」と回答した
企業は全体で44％であった。規模別で見ると大
規模企業で31％と少ないのに対し，小規模企業
では58％と多い結果が得られた。
２）製品のタイプ
企業規模に関わらず「オンプレミス（パッケー

ジソフトでカスタマイズ有）」が最も多い結果で
あった。また，「クラウド」と回答した企業は４
％に留まった。規模別では大規模企業で「オン

表１　アンケート内容
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プレミス（自社開発）」と回答した割合は23％に
対し，小規模企業では該当無しであった。
３）利用者の範囲
小規模企業では「自社以外（グループ企業
等）」，「国内代理人」，「外国代理人」が利用し
ていると回答した割合は半数以下に留まった
が，大規模企業では「自社以外（グループ企業
等）」，「国内代理人」，「外国代理人」共に半数
以上が利用しているとの回答が得られた。

（2）設問２について
「過去の知財管理システム」について得られ
た回答を以下に示す。
１）製品のタイプ
大規模企業では「オンプレミス（自社開発）」
と「オンプレミス（パッケージソフトでカスタ
マイズ有）」のみの回答であり，割合は共に50
％であった。
また，小規模企業では「オンプレミス（パッ
ケージソフトでカスタマイズ有）」を回答した
割合が最も多いが，「オンプレミス（パッケー
ジソフトでカスタマイズ無）」，「オンプレミス
（自社開発）」，「クラウド」と回答した企業もい
て，さまざまな製品のタイプを導入しているこ
とが分かった。

（3）設問３について
「知財管理システム選定理由」について得ら
れた回答を以下に示す。
１）選定を始めたきっかけ
企業規模に関わらず「システム保守終了」が
最も多い回答であった。規模別で見ると大規模
企業では「コストの不満」と回答した企業がい
る一方，小規模企業では「サポートの不満」と
回答するケースがあり，規模別で異なる回答を
得られた。
２）クラウド型システム候補の有無
全体では「候補あり」と回答した企業は18％

に留まった。理由として，製品選定時にクラウ
ド型システムの製品自体がなかったことや，導
入事例も少なかったとの意見が複数あった。
３）選定候補の製品のタイプ
全体では「オンプレミス（パッケージソフト
でカスタマイズ有）」が最も多い結果であった。
小規模企業の場合，３社が「クラウド」，７社
が「オンプレミス（パッケージソフトでカスタ
マイズ無）」を選定候補として検討していたこ
とが分かった。
４）製品選定時の重視項目
企業規模に関わらず「導入時コスト」を選択
する企業が最も多く，続いて「セキュリティ」，
「維持コスト」，「データ入力・他との連携」が
続いた。これは，経営層からのコスト削減要求
が強いことやセキュリティ強化への関心が高い
ことを推察できる。対して，「導入期間」，「障
害監視／障害対応」，「バージョンアップ対応」
を選択する企業は少ない結果となった。その他，
「電子化対応」や「グローバル対応」等を重視
項目として回答する企業もあった。
５）利用製品の不満点
全体として「ユーザ設定の自由度」（６件）
及び「法制度サポート」（６件）の不満が最も
多い結果となり，次いで「システムレスポンス」
（４件），「データ入力」（４件）の不満が続いた。

（4）設問４について
「クラウドストレージサービス」について得
られた回答を以下に示す。
１）クラウドストレージ利用方針
全体では「利用を推奨」（32％）が最も多い
結果となり，次いで「特に方針無し」（29％），「利
用禁止」（21％），「強制的に利用」（７％）と続
いた。

2．2　アンケート回答結果の分析

アンケート回答結果を分析した結果，見えて
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きた事を以下４点にまとめて示す。
１）知財管理システム更新のきっかけ
出願規模に関わらず「システム保守終了」に
伴うものが多く，各社，長期的に知財管理シス
テムを利用したいという潜在ニーズがあると推
察できる（図１）。

２）利用者の範囲
大規模企業では，小規模企業と比較して自社
以外にグループ会社や特許事務所も利用するニ
ーズが高いことが分かった（図２，図３）。こ
れは出願件数の多さから，データ入力を外部に
委託することや，知財管理システムを外部に開

放し，外部から直接納品が行える環境にするこ
とで効率化を図りたい為と考えられる。
３）製品タイプの遷移
大規模企業では自社開発の割合が減っている
ことが確認できた（図４）。これは知財管理シ
ステムの選定動機として「コストの不満」があ
ることや，製品選定で最も重要視する項目とし
て「コスト（導入時コスト・維持コスト）」の
割合が高いこと（図５）から，高コストの自社
開発からの脱却を進めている為と推察できる。
また，大規模企業の方がクラウド製品を使い

始めていることが分かった（図４）。これは将
来の知財管理システムの選定で，「セキュリテ
ィ」を重視する度合いが低くなったこと（図５）
や，自社セキュリティポリシーをクリアできた
場合は，クラウドを過度に不安視しないことが
理由と推察される。

図１　選定を始めたきっかけ（全体）

図２　利用者の範囲（小規模企業）

図３　利用者の範囲（大規模企業）

図４　製品のタイプの遷移（大規模企業）

現在

以前
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４）クラウドストレージの利用方針
７割が「利用禁止ではない」としている。各
社のクラウドサービスに対する拒絶度はそれほ
ど高くない状況を確認することができた（図６）。

3 ．	知財管理システムベンダ調査

3．1　知財管理システムベンダアンケート

◆アンケートの目的◆
知財業務効率化の為の「追い風」要素の１つ

であるクラウド型知財管理システムに対するベ
ンダ側の考え，将来構想を把握することを目的

としてアンケートを実施した。
◆アンケートの対象◆
知財管理システムベンダ17社（16社回答）に

対して実施した。
◆アンケートの内容◆
販売中の知財管理システムにおけるクラウド

型知財管理システムの有無，及びその機能に関
する設問に回答頂いた。表２にアンケート内容
の概要について記す。

図６　クラウドストレージ利用方針（全体）

図５　製品選定時の重視項目（大規模企業）

表２　アンケート内容
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◆アンケート回答結果◆
アンケート結果から見えたこととして，回答
を受領した16社（26製品）のうち８社がクラウ
ド型の製品を販売しており，そのうち３製品が
取扱件数の目安を設けず，大規模企業にも対応
している（表３）。また，クラウド型とオンプ
レミス型との費用を比較するとイニシャル費用
はクラウド型が，ランニング費用はオンプレミ
ス型のほうが安価な傾向があった。尚，「Ｘ．
その他，無回答」の中には，システムに格納す
る案件数によって金額が変動する製品が含まれ
ている（図７～図10）。
表４はオンプレミス型とクラウド型の両タイ

プを販売しているベンダの，両タイプの機能の
実装状況をベンダの回答を用いて比較したもの
である。実装状況に差が無いベンダと，オンプ

レミス型から厳選した機能のみを実装したクラウ
ド型を販売しているベンダがあることが分かる。

表３　ターゲットユーザ

図７　イニシャル費用（基本）

図８　イニシャル費用（フルオプション）

図９　年間ランニング費用（基本）

図10　年間ランニング費用（フルオプション）
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3．2　知財管理システムベンダヒアリング

知財管理システムベンダへのアンケート結果
を基に，より詳細な調査を行う為にクラウド型
知財管理システムを販売中のベンダ４社にヒア
リングを実施した。
◆ベンダ選定基準◆
・3．1で「個別ヒアリング可」と回答
・クラウド型知財管理システム販売中
・ターゲットユーザ別，国内製／外国製別
◆ヒアリング方法◆
予め送付した質問事項を基に意見交換を行っ
た。
◆ヒアリング結果◆
国内ベンダのクラウド型知財管理システムに
はターゲットユーザが小規模企業向けの製品が
多い。この状況につき一部の国内ベンダにヒア
リングしたところ，「小規模企業向けの知財管
理システムは，カスタマイズ不可ではあるが，
そもそも小規模企業におけるカスタマイズの需

要は少ない。」と認識しており，必要最低限の
機能を備えたコンパクトな知財管理システムを
安価かつ短期間で導入可能であること，知財管
理システムをユーザの既存の業務に合うように
カスタマイズするのではなく，知財業務をある
程度標準化した知財管理システムに合うように
ユーザが自身の知財業務を見直す機会が生ま
れ，業務効率化に繋がる可能性があることを利
点として挙げている。特に，現在，表計算ソフ
ト等で管理を行っている小規模企業向けに，ユ
ーザ自身によるサーバ保守が不要，表計算ソフ
トに比べて高度な知財管理が可能，かつ比較的
容易にシステム導入が可能であるとして，クラ
ウド型知財管理システムの導入を提案している
とのことであった。
一方，外国ベンダのクラウド型知財管理シス
テムには，ターゲットユーザが大規模企業向け
の製品が多い。この状況について一部の外国ベ
ンダにヒアリングしたところ，「大規模企業に
おける知財管理システムへのカスタマイズの需

表４　オンプレミス型／クラウド型販売ベンダの機能比較
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要は多い。」と認識しており，クラウド型知財
管理システムであってもカスタマイズ可能な製
品も提供している。具体的にはベンダに依頼し
てカスタマイズが可能であったり，製品によっ
てはユーザ自身によるカスタマイズが可能であ
ったりするとのことであった。
また，大規模企業ではクラウド型知財管理シ
ステム導入に際し，セキュリティの面からクラ
ウド利用に対する社内コンセンサスを得るのが
困難な傾向にあるが，ベンダ側では，セキュリ
ティ面の懸念を払拭する目的で，ISO/IEC認証
を取得するなど，ユーザのセキュリティポリシ
ーをクリアするような対応を行っているとのこ
とである。
更に，大規模企業は一般的に多くの国・地域
に出願する傾向があるが，クラウド型知財管理
システムとしても各国の知財制度について主要
国以外にも多くの国・地域をカバーしているベ
ンダもあり，例えば法制度改正への対応が，オ
ンプレミス型知財管理システムよりも早いこと
もある。
ヒアリングした外国ベンダは，クラウド型知

財管理システムのメリットとして，国内ベンダ
と同様にユーザがサーバやソフトウェアを保有
しないことによる保守の容易さ，法制度改正対
応やバージョンアップの際の容易さとスピード
感を挙げていた。また，クラウド型であるメリッ
トを享受するオプションとして，特許事務所や年
金管理会社との連携機能を備え，事務作業の効
率化を図る事ができる仕組みも提供している。

3．3　�知財管理システムベンダ調査結果の
分析

前述調査結果から当小委員会では次のように
考察した。

（1）コスト
今回の調査ではコストについてベンダへの支

払いにのみに着目しており，ユーザ側運用コス
ト（人件費，サーバ保守費，減価償却等）を考
慮していない。よってユーザはコストに関し総
合的に比較検討する必要がある。

（2）セキュリティ
ユーザにとってクラウドのセキュリティが懸

念事項であることをベンダは認識しており，
ISO/IEC認証を取得するなど，ユーザの懸念を
払拭するよう取り組んでいる。

（3）カスタマイズ
システム選定の際にはカスタマイズの可否だ

けではなく，どの程度の難易度のカスタマイズ
が可能かを確認しなければならない。

（4）省人化
オンプレミス型からクラウド型システムに移

行する場合，ユーザ企業のサーバ管理業務量の
削減が期待され，人材の有効活用の一助となり
得る。

（5）その他
クラウド型とオンプレミス型の両タイプの製

品を販売していても，タイプ毎にターゲットユ
ーザが異なるベンダがある。その場合はユーザ
がクラウド型選定の前に立ちはだかる障壁をク
リアしたとしても，同一ベンダ製品でオンプレ
ミス型からクラウド型に移行することは難しい
と思われる。

4 ．	導入事例

ここで，クラウド型知財管理システムを導入
中の企業（Ｘ社）の事例を紹介する。
Ｘ社がクラウド型知財管理システムを導入す

るに至った経緯として，オンプレミス型の自社
開発知財管理システムの延命の為のハード増強
は困難であるとのテクノロジーリスクを１つの
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きっかけとし，業務の更なる高度化を目的とし
てシステム刷新要否の検討を開始した。
管理業務や単純作業はシステムやアウトソー

シングで対応し，人材は付加価値の高い仕事に
シフトするＸ社の方針のもと，システム刷新が
決定した。
新システムではグローバル対応として各地域

からのデータアクセスを考えインフラをクラウ
ド化する必要があった。その為，選定候補には
クラウド型システムも対象とし，業務効率化，
情報高度化，コスト適正化，グローバル展開等
の項目で総合的に評価した結果，Ｙ社のクラウ
ド型知財管理システムに決定した。
選定の際，「セキュリティ」と「カスタマイ

ズ不可」の２点がクラウド型の障壁として挙が
った為，解消するべく検討を行った。その結果，
１つ目の障壁である「セキュリティ」について
は，社内の情報システム部門からクラウド利用
の承認を得る為に，セキュリティの機能強化を
Ｙ社との契約に盛り込み担保した。
２つ目の障壁である「カスタマイズ不可」は，
Ｙ社製品はユーザによる設定の変更で柔軟に対
応可能であり会社特有のワークフロー等でなけ
れば多くの業務は設定変更で対応できる事が分
かった。
現在システムの導入作業を進めているが，そ
の過程でＹ社のクラウド型知財管理システムの
特徴が見えてきた。
１つ目の特徴は，システム内での設定変更に
より，自分たちでワークフロー等の機能要件を
実装できる為，業務改善が行いやすい点である。
もう１つの特徴は，Ｙ社製品の機能強化は，他
社にも汎用可能な内容のみ機能強化対象となる
ことである。
Ｘ社の事例ではクラウド型知財管理システム

を採用したことにより，グローバル化で負担と
なるハードやインフラをクラウド化し，また業
務改善もカスタマイズではなくユーザによる設

定の変更で柔軟に対応しコストを格段に抑える
ことができる見込みである。

5 ．	おわりに

（1）ユーザ向け提案
ここまで述べてきた通り，「１．はじめに」
でも挙げたユーザ企業におけるクラウド型知財
管理システム導入までの３つの障壁「セキュリ
ティポリシー」「セキュリティリスクへの不安」
「クラウド型知財管理システムと知財業務のマ
ッチング」は低くなりつつあり，ユーザ企業は
知財管理システム選定においてより重要と考え
ている「知財管理システムの運用コスト削減」
「知財業務効率化」を達成する為の選択肢が増
えてきている。おわりに，ユーザ企業へ「向か
い風」のかわし方と「追い風」の乗り方をいく
つか提案したい。
まず，現在，表計算ソフトや市販のDBソフ
トで知財業務を管理しているユーザ企業向けの
「追い風」の乗り方として，中小規模向けクラ
ウド型知財管理システムは選択肢の１つに十分
なり得る。システムの導入により比較的短い期
間，低コストで知財業務を標準化かつ効率化で
きると考えられる。また，アウトソーシングに
よる知財業務の効率化や省人化も期待できる。
次に現在，既にオンプレミス型で知財管理シ
ステムを導入しているユーザ企業の場合，クラ
ウド型知財管理システムの導入は，知財管理シ
ステムの運用コストの削減において効果を期待
できる。ユーザ企業は，知財管理システム用の
サーバ購入費及び維持費，またそれらを管理す
るスタッフの人件費やサーバ設置スペース等を
考慮する必要性が無くなる。さらに，グローバ
ルに知財業務を管理する為の国内外複数拠点か
らのアクセスや，外部特許事務所や業務委託先
等社外リソースの活用や連携においても，オン
プレミス型より容易に実現できる為，「向かい
風」をかわす方法の１つに十分なり得ると考え
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られる。セキュリティの観点からクラウド型知
財管理システムを選択肢に入れることを躊躇し
ているのであれば，自社のセキュリティポリシ
ーをベンダに提示してみることを勧める。
ユーザ企業の選択肢が増えてきている一方
で，知財管理システム導入後の業務設計を十分
に描ききれない状態で「クラウドだからコスト
も安いし運用も楽だろう」という安易な考えの
ままシステムを導入すると，契約後や導入後に
「カスタマイズができない，やりたいことが実
現できない」「外付けのアドオン機能の開発が
必要で追加コストが発生し，想定していたほど
のコストメリットを享受できない」等のリスク
を伴う可能性がある。新しい知財管理システム
の導入において，ユーザ企業は自らが達成した
いことを明確にした上で，限られた予算と時間
の中で本当に実現したいことを見極める必要が
ある。或いはシステム導入を機に業務の見直し
を行い，システムに業務を合わせることも１つ
の方法だろう。

（2）ベンダ向け提案
委員会内アンケート結果からでも分かるよう
に，現在でもクラウド利用を禁止している企業
が一定数存在することを考慮すると，ユーザ企
業が感じているセキュリティ面の不安を払拭で
きれば，クラウド型知財管理システムの導入を
検討するユーザ企業も増加する可能性がある。
まず，ベンダはセキュリティ面の安心をユー
ザ企業に分かりやすく伝える為に，ISO/IEC認

証取得やユーザ企業が必要としているセキュリ
ティテストを実施していること等を分かりやす
く示して頂きたい。
次に，機能面において，クラウド型知財管理

システムであっても，オンプレミス型と変わら
ない，もしくはそれを凌ぐ機能の提供をお願い
したい。例えば，カスタマイズは単に不可とす
るのではなく，ユーザ側の設定変更等だけであ
る程度柔軟な運用が可能な知財管理システムを
構築して頂きたい。ベンダ側のユーザ企業への
提案においても，クラウド型知財管理システム
の導入によりユーザ企業が恩恵を享受できる点
と，我慢が必要な点等を明確に示し，ユーザ企
業が十分に理解し納得できるようにして頂きた
い。
本年の活動において，ベンダがクラウドに対
して求める方向性とユーザ企業が期待するそれ
とで一部に乖離が見られるのも事実である為，
ベンダはユーザ企業の知財管理における本質的
な課題を正確に把握しつつ，ユーザに最適な提
案ができるようになることを期待したい。

注　記

 1） ベンダの設備で管理，運営を行い，ユーザはネ
ットワークを通じて利用する形態の知財管理シ
ステム。

 2） ユーザの設備に情報システムを導入し利用する
形態の知財管理システムを指す。

（原稿受領日　2019年４月26日）
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